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水防月間について
－洪水から守ろうみんなの地域－
－５月１日～５月３１日－

（北海道６月１日～６月３０日）

国土交通省水管理・国土保全局
河 川 環 境 課　 水 防 企 画 室

５月１日から５月３１日（北海道にあっては６
月１日から６月３０日）は、水防の意義及び重要
性についてご理解を深めていただくための「水防
月間」です。
我が国は、地形、気象などの自然的条件に加え、

急速な河川流域の開発という社会的要因により、
洪水等による災害が起こりやすい環境にあり、毎
年、豪雨や台風などにより幾多の尊い人命と多く
の資産が失われております。昨年も７月の九州北
部豪雨、８月の西日本から東北地方の広い範囲で
大雨をもたらした前線豪雨など激甚な水害が発生
しました。
水害を未然に防止し安全で安心できる地域社会

を実現するためには、治水施設の早急な整備が望
まれるところですが、そうしたハード整備には費
用と年月を要するものであり、水害の根絶が難し
い現状の中で、避難やハザードマップの活用と
いったソフト面の取り組みや、水防団や消防団が
洪水時に応急対策を行う水防活動といった「地域
の防災力」の強化がますます重要となっています。
国土交通省では、関係機関と協力し、国民全般

に水防の重要性と水防に関する基本的考え方の普
及を図り、水防に対する理解を深め、広く協力を

求めることにより、水害の未然防止又は軽減に資
することを目的として、水防月間を定めておりま
す。これは、昭和６１年の台風１０号による出水
の際における懸命な水防活動により、水防活動が
極めて重要であることが再認識されたことを契機
として、昭和６２年度より実施されているもので
す。
水防月間中においては、ポスタ－、リーフレッ
ト等を活用して広報活動を積極的に展開するとと
もに、都道府県、水防管理団体（市町村等）と共に、
出水を想定した水防演習や情報伝達訓練の実施、
水防資器材・河川管理施設等の点検・整備を行う
ほか、水防に関する展示会、講習会等の行事を全
国各地において開催することとしております。ま
た、広域大規模な洪水時における河川管理者と水
防管理団体の連携強化や、企業による自衛のため
の水防活動の促進についても取り組んで行くこと
としております。
水防は皆様のご協力を得ることによって、その
効果を最大限に発揮できるものであり、皆様の積
極的な参加をお願いしますとともに、「水防月間」
へのご理解とご協力をお願いいたします。
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平成２５年度水防月間実施要綱
１．目    的
水防月間の実施は、水害から国民の生命と財産

を守るため、国民全般に水防　の重要性と水防に
関する基本的考え方の普及を図り、水防に対する
国民の理解　を深め、広く協力を求めることによ
り、水害の未然防止又は軽減に資すること　及び
出水期を前にした水防体制の強化を図ることを目
的とする。

２．期    間
	平成２５年５月１日（水）から平成２５年５月
３１日（金）まで
	（北海道にあっては、平成２５年６月１日（土）
から平成２５年６月３０日　　（日）まで）

３．主    催
国土交通省、内閣府、都道府県、水防管理団体

（市町村等）

４．後    援
防衛省、警察庁、総務省消防庁、全国知事会、

全国市長会、全国町村会、日本放送協会、一般社
団法人日本新聞協会、一般社団法人日本民間放送
連盟、日本赤十字社

５．協    賛
全国水防管理団体連合会、公益社団法人日本河

川協会、全国治水期成同盟会連合会、一般社団法
人建設広報協会、社団法人全国海岸協会、公益社
団法人全国防災協会、一般財団法人河川情報セン
タ－、全国建設弘済協議会

６．運動のテ－マ
洪水から守ろうみんなの地域

７．月間の重点
（１）水防の重要性の普及と水防演習の実施
※　特に、地域住民・企業が参加する水防演習

の実施
（２）水防体制の強化
※　特に、重要水防箇所の周知徹底及び水防活

動従事者の安全確保
（３）河川管理施設等の巡視、点検及び整備等

※　特に、堤防、護岸、堰、水門、樋門、閘門
等の点検整備

８．実施概要  
水防管理団体、河川管理者及び都道府県（以下

「水防管理団体等」という。）　は、出水期を前に
したこの月間内に、以下の活動を実施するよう努
めるものと　する。

Ⅰ  水防の重要性の普及と水防演習の実施
（１）広報活動等の推進
①　水防管理団体等は、新聞、テレビ、ラジオ等
の報道関係機関の協力や、インターネット、広報
誌、ポスタ－、パンフレット等を活用し、水防の
意義及び重要性並びに水防月間の実施の趣旨が地
域住民に十分に浸透するよう、効率的、効果的な
広報活動を実施すること。
②　水防管理団体等は、水防に関する講演会、シ
ンポジウム、展示会、研修会等の各種行事を実施
すること。また、これらの行事実施時には、洪水・
高潮だけではなく、津波に対する防災意識向上も
図られるよう考慮すること。
③　避難場所の周知等
水防管理団体等は、ハザードマップ等を活用し、
洪水時の浸水想定区域や区域内の地下施設等にお
ける避難行動が迅速かつ的確に行われるよう、地
区単位で安全な避難場所や避難経路等の確認を行
い、重要水防箇所と併せて地域住民への周知に努
めるとともに、地域住民参加による避難訓練を実
施すること。
④　水防団員の確保及び所属する事業所に対する
協力依頼
水防管理団体等は、水防団員の確保のための住
民、企業、団体への積極的な広報活動や協力依頼
等を実施すること。
また、サラリーマンである水防団員が支障なく
水防活動に従事できるように、水防活動時の休暇
の取扱いについての配慮等所属事業所等への理
解、協力等の積極的な働きかけを実施すること。
⑤　水防功労者の表彰
水防管理団体等は、水防に関し顕著な功績の
あった個人又は団体に対する表彰を実施するこ
と。
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（２）水防演習の実施
①　水防管理団体等は、水防団、消防機関、水防
協力団体等の協力を得て、洪水時における関係機
関との連携と水防体制の強化を期するとともに、
水防技術の習得・研鑽、水防に関する基本的考え
方の普及及び水防意識等の高揚を図るため、水防
演習を実施すること。
②　水防管理団体等は、水防知識及び水害に対す
る心構えを確立する意味においても、小学生児童
及び中高大学生を含む多くの地域住民・企業や地
域の有識者及びＮＰＯ等が参加するよう関係機関
と協力するとともに、はん濫想定水防訓練及び複
合型防災実働訓練など多くの機関と連携する実態
に即した総合的な演習を実施すること。

Ⅱ  水防体制の強化
（１）水防工法の知識の取得と技術の体得
水防管理団体は、洪水・高潮に対する堤防、護

岸等の保護及びその処置等に対する工法の知識の
取得と技術の体得のため、水防訓練を行うこと。
（２）水防警報等の情報伝達体制の確保
水防管理団体等は、水防警報、洪水予報、避難

判断水位（特別警戒水位）への到達情報の通知及
び周知等の水防情報の迅速かつ的確な伝達を図る
ため、関係各機関との通信及び連絡に必要な機器
及び施設の点検整備を行うとともに、量水標管理
者、水防団及び消防機関を含め、総合的な情報伝
達演習を行うこと。
特に、洪水時における通信機能の低下や混乱に

備えて無線機器による情報伝達訓練及び避難勧告
等の発令に係る情報伝達訓練も実施すること。
また、高齢者、障害者等災害時要配慮者が利用

する施設及び地下施設並びに自衛のための水防活
動を実施する民間企業等に対しては、適切な情報
提供を行い、警戒避難体制及び浸水防止措置等の
充実・強化を推進するとともに、それらの施設の
管理者等と連携した情報伝達訓練を実施するこ
と。
（３）水防資器材の点検、整備
水防管理団体等は、水防資器材の点検を行い、

地域や河川の特性を踏 \まえた資器材の整備を図
るとともに、整備結果等を踏まえて水防計画の見
直しを行うこと。
（４）重要水防箇所の周知徹底等
河川管理者は、洪水時に迅速かつ的確な水防活

動の実施が図られるよう、水防管理団体と共同巡
視を行い、重要水防箇所の周知徹底を図るととも
に、関係市町村及び関係水防管理団体等の関係機
関と、はん濫危険水位を設定した箇所の水位と洪
水予報観測所の水位との関係や、はん濫危険水位
を設定した箇所毎の想定される浸水区域等など、
水防に必要な情報共有を行うこと。
（５）地域の防災力と河川管理の連携強化
河川管理者は水防管理団体に対し、人員や資器
材の応援等、必要な協力ができるよう水防活動へ
の応援体制を確保するとともに水防管理団体が実
施する水防訓練に参加すること。
また、水防管理団体等は、水防活動の効率性と
確実性を高めるため、影響度合いの大きな要水防
活動場所に関して、必要に応じ関係機関と協定等
を締結すること。
（６）水防研修等の充実
水防管理団体等は、水防法に基づく権限や水防
に必要な高度な知識及び技能の修得が図られるよ
う水防研修会等における講義、討議、実習等研修
内容の充実に努め、必要に応じ水防専門家派遣制
度を活用し、水防の一層の活性化を推進すること。
（７）水防活動従事者の安全確保
水防管理団体等は、水防活動従事者の安全を確
保するため、水防活動従事者の退避ルールを確立
し、また、上記水防訓練等の機会を利用し、無線
通信機器やライフジャケット等装備に関する点検
を実施すること。

Ⅲ  河川管理施設等の巡視、点検及び整備等
水防管理者等は、河川を巡視し、水防上危険で
あると認められる箇所があるときは、直ちに当該
河川の管理者に連絡して必要な措置を求めるとと
もに、河川管理者においては、一層厳重に河川を
巡視するとともに、河川管理施設、　　許可工作
物の安全性について点検し、以下について実施す
ること。
（１）危険と思われる河川管理施設については、
速やかに補強工事その他の適切な措置を講ずるこ
と。
（２）許可工作物については施設管理者による点
検、整備を十分行わせるとともに、その状況につ
いて河川管理者への報告を求めるとともに、施設
管理者の立会いのもと、点検の結果を確認する等
適切な指導監督を行うこと。
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（３）堤防、護岸等については、損傷や変形、浸
食など施設の状態を確認するとともに、近年の集
中豪雨による災害等最近の災害に係る被災箇所に
ついては、厳重な警戒を行うこと。
（４）堰、水門、樋門、閘門等の工作物のゲ－ト
の開閉状況、取付護岸の維持状況、樋門周辺の空
洞化状況及び下流側の河床低下の状況等について
重点的な点検を行うこと。
なお、津波時や整備水準を上回る洪水、高潮時

において、水門等を操作できない状況が生じる場
合があるので、河川管理者は、こうした状況にお
いても被害が最小限となるよう、水門等の状況や
操作の考え方について、水防関係者等に十分に説
明するとともに、それらの実態に即した防災訓練
を実施するなど、住民への周知を図ること。



平成 25 年 4 月 25 日発行 治 水 第 715 号

－ 6－

地整名 演習名 実施日 実施場所

四		国 吉野川水防演習
５月１２日	
（日）

吉野川（左岸）	
徳島県三好市三野町芝生地先

関		東 利根川水系連合水防演習
５月１８日
（土）

利根川（右岸）	
千葉県香取市佐原ロ地先

北		陸 黒部川水防演習
５月１９日	
（日）

黒部川（左岸）	
富山県黒部市出島地先

九		州 大分川・大野川水防演習
５月１９日	
（日）

大分川（左岸）	
大分県大分市元町地先

近		畿
淀川水防・大阪府地域防
災総合演習

５月２５日	
（土）

淀川（左岸）	
大阪府大阪市旭区太子橋１丁目地先

東		北 阿武隈川水防演習
５月２６日	
（日）

阿武隈川（支川荒川左岸）	
福島県福島市清明町地先及び南町地先

中		部
天竜川上流水防演習－大
規模水害・土砂災害対策
広域連携実働訓練－

５月２６日	
（日）

天竜川（右岸）	
長野県飯田市川路地先及び伊那市小出島地先

中		国 千代川水防演習
６月２日	
（日）

千代川（右岸）	
鳥取県鳥取市西品治地先

北海道 オホーツク水防公開演習
６月２２日	
（土）

網走川（左岸）	
北海道網走郡美幌町昭野地先

平成 25 年度水防演習実施予定
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「ダム再生」に向けた今後の展望
水管理・国土保全局治水課

１．「ダム再生」について
（１）我が国のダムの役割
平成 25 年 4 月 1 日現在で、国土交通省が所管
するダムは、全国に 566 基（導水路等も含む。）
あります。国土交通省所管のダム以外にも、農業
用水専用ダムが 1229 基、上水専用ダムが 123 基、
工水専用ダムが 17 基、発電専用ダムが 391 基、
多目的ダム等が約 350 基あるため、全国のダム
の数は約 2,700 基となります 1。これらのダムは、
現在、我が国の治水・利水にとって大きな役割を
果たしています。
例えば、国土交通省所管ダムでは、近年平均で
年間 491 回（平成 3年～平成 24 年）の洪水調節
を行っています。平成２４年にも、近年平均の約
1.4 倍にあたる 682 回、平成 3年以降の 22 年間で
5番目に多い回数の操作を行ったところです。
また、利水面でも、平成 24 年夏の少雨により、
利根川水系で 11 年ぶりに 10％の取水制限が実施
されるなど、全国 15 水系 22 河川で渇水が発生
し、各水系のダムの貯水が有効に活用されました。
例えば、利根川上流 8ダムでは、7月初めには約
3億 4 千万ｍ 3 の貯留量がありましたが、降雨が
殆どない中で下流への補給を続けた結果、9月 19
日には約 1億 2,631 万ｍ 3 まで減少しており、こ
の間、少なくとも 2億ｍ 3 余りの水を下
流に補給したことになります。
利水の一つでもある水力発電に関しては、平成
20年度には約564億kWhであった発電電力量は、
東日本大震災の影響もあり、平成 23 年度には約
628 億 kWhまで増えています 2。
このように、治水・利水のいずれの面において
も、最近の実績から、その必要性が益々大きくなっ
ていることが分かります。

（２）「ダム再生」とは
このように、これまでに整備してきたダムは、

治水・利水の両面から大きな役割を果たしてきて
いますが、治水・利水安全度がまだまだ不足する
流域は多数あるのが現実です。地球温暖化に伴う
気候変動による影響への懸念が高まっていること
もあり、そのような流域では、流域全体の洪水調
節能力の向上や水資源利用の高度化が求められて
います。
他方で、流域内において治水・利水に対して効
果的な場所には既にダムが設置されており、今後
もダムサイトの適地が減少していくこととなりま
す。そのためダムを新設するだけのでなく、既設
のダムに着目し、これをより一層活用することが
求められています。
ダムは、適切な維持管理を行えば、たいへん長
い期間にわたって活用することが可能な施設で
す。最新技術を用いて既設ダムを有効活用し、必
要に応じて改造したり、運用を変更したりするこ
とによって、これまでの役割を維持しつつ、新た
な役割をも付加していくことが可能となります。
我が国では、洪水調節機能や利水機能の能力不
足がある一方、既設ダムが有効なサイトに設置さ
れていることから、このようなニーズが今後ます
ます増大していくと考えられます。既設ダムの機
能強化は、ダムを新設するのに比べ、コスト、工
期、環境などの面で有利なことも多く、厳しい財
政事情や環境への関心の高まりなどの社会的な背
景の中で、極めて有効です。また、諸外国におい
ても、施工後長期間経過し、管理上の課題を抱え
ているダムも数多く存在することから、こうした
既存ダムの有効活用への需要が高まることが想定
されます。
これまでにも、既設ダムの機能強化を図る事業
は数多く行ってきており、関連技術についての蓄
積を有してきていますが、それぞれ個々の現場で
工夫を行ってきていたことから、それらの技術の
体系化・共有化は必ずしも十分には行われていま

1	ダム年鑑	財団法人日本ダム協会
2	電気事業連合会ホームページ
（http://www.fepc.or.jp/index.html）
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せんでした。
こうした背景を踏まえ、ここでは、既存ダムを

有効活用し、新たな役割を加える取組み（再開発・
改造・堆砂対策・環境対策等）を総称して「ダム
再生」とし、必要な技術を「ダム再生技術」とし
て体系化し、国内においては、ダム再生技術に関
するこれまでの知見を活用した効率的・効果的な
事業の実施を、海外においては、我が国のダム再
生技術を積極的に活用した国際貢献を充実させて
いくこととしています。本稿では、その概要につ
いてご紹介します。

２．我が国のダム再生事業
（１）これまで実施してきたダム再生事業
我が国の「ダム再生」は古くから実施されてい

ます。例えば、大阪の狭
さやまいけ

山池は、少なくとも 8世
紀から使われているため池であり、既に約 1300
年使い続けていますが、少しずつ改修を繰り返し
ていることが知られています。最近では、治水機
能を付加し、最新の設計技術に基づく多目的ダム
として改修されており、平成 13 年からは、治水・
利水機能を発揮しています。（写真１）
近代のダムでは、100 年以上前に相次いで竣工

した長崎県の本
ほんごうち

河内高部ダム、本河内低部ダムを、
かさ上げや補強することで治水機能を増強する工
事が行われており、平成 18 年以降、相次いで完
成しています。（写真２）
また、戦後に建設されたダムについても、完成

後の課題解決のためのダム再生事業を数多く行っ
てきています。例えば、岩手県の北上川の支川猿ヶ
石川に昭和 29 年に建設された田瀬ダムは、細か
な放流操作ができないという課題があったことを

踏まえ、平成 6年から平成 10 年まで洪水吐きを
新たに備える改良事業を実施しました（写真３）。
また、秋田県の雄物川の支川玉川に昭和 32 年に
建設された鎧畑ダムは、その後に上流に新設され
る玉川ダムの建設にあわせ、玉川ダムの放流量に
対応した利水放流管を増設しています（写真４）。
また、岐阜県の木曽川の支川揖斐川に昭和 39 年
に建設された横山ダムは、上流の徳山ダムの建設
に際し、かんがい容量を徳山ダムに振り替えると
ともに、堆砂の掘削を併せて行い、洪水調節機能
の増強を図っています（図１）。

写真１ 狭山池

写真２ 本河内高部ダムと本河内低部ダム

写真３ 田瀬ダムの洪水吐き増設工事

写真４ 鎧畑ダムの利水放流管増設工事
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（２）既設ダムを運用しながらの工事に必要な先
進的技術の蓄積
現在も、日本全国でダム再生事業が実施されて

います（図２）。こうした既存のダムは洪水調節
や利水補給、発電などの役割を果たしているため、
その機能を止めることができません。このため、
国土交通省所管ダムでは、運用しながらダム再生
を行う事業を数多く実施しており、世界でも先進
的といえる様々な技術を積み重ねてきています。
例えば、徳島県の那

な か が わ

賀川流域の長
ながやすぐち

安口ダムは、
昭和 31 年に完成したダムですが、コンクリート
の堤体を堤天から約 30 ｍ、幅約 15mにわたって
２箇所の切り欠きを行い、高さ約 20 ｍの大規模
な放流ゲートを新たに２基据え付ける事業に平成

19 年度から着手し、平成 24 年から本格着工して
います。ダムを運用しながら、これだけ大
規模に堤体を切り欠いた上でゲートを据え付け
る工事は、我が国でも初であり、世界に類を見な
い工事です（写真５）。

また、平成 18 年 7 月に発生した鹿児島県の
川
せんだいがわ

内川流域での豪雨被害に対する再度災害防止策
の一環として、翌年の平成 19 年度より、昭和 41
年完成の鶴

つるだ

田ダムの機能を向上する事業を実施し
ています。具体的には、新しい放流管を据え付け、
従来より低い水位まで下げられるように改造する
ことで、洪水調節機能の向上を図っています。平
成 24 年から本格的な工事に着手していますが、
現在のダムの治水・利水機能を極力維持しつつ工
事を行うため、新しい技術が必要となります。そ
の施工条件は、ダムの堤体に直径 6ｍの孔をあけ、
新しい放流管を据え付ける工事の際の水深は、最
大で 65 ｍにもなります。ダムにおいて、これだ
けの大深度かつ長期の水中施工を伴うダム堤体
削
さっこう

孔工事は、我が国でも初めてであり、やはり世
界に類を見ない先進技術が必要となります（写真
６）。

図１ 横山ダムと徳山ダム

図２ 現在国直轄で事業実施中のダム再生事業

写真５ 長安口ダム再生

写真６ 鶴田ダム再生
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（３）ダム再生による環境等改善
ダム再生に際しては、主目的となる工事の実施

と併せ、貯水池や下流河川の環境など既設ダムが
直面していた課題解決に向けた対策を併せて実施
することができます。
先にご紹介した長安口ダムでは、洪水調節機能

の向上のための改造に併せ、上流の堆砂を除去す
るとともに、新たに選択取水設備を整備すること
としています（写真７）。

また、青森県の岩木
川上流の津軽ダムは、
昭和 34 年に完成した
既設の目屋ダムの直下
流に新たな堤体を構築
し、治水・利水機能
の向上を図る事業です
が、地域住民からの要
望も踏まえ、目屋ダム
が抱えていた洪水時や
渇水時の濁水対策を併
せて実施することとし

ています。具体的には、洪水濁水を早期に放流す
るためのコンジットゲートの整備、渇水時の濁水
対策としての水質保全施設と清水バイパスを新た
に整備し、流水の正常な機能の維持に必要な容量
の確保と併せて、ダム下流の河川環境の向上を図
ることとしています（写真８）。

３．ダム再生に係る今後の展望
（１）ダム再生を支える体制
我が国でこれまで実施されてきた数々の「ダム

再生」事業の実績を支える背景として、国土交通
省における一元化された水マネジメント体制が挙

げられます。具体的には、次の四つの側面があり
ます。
第一には、流域全体を対象とし、洪水防御と低
水管理が一体となった計画・管理体系の存在です。
治水・利水に係る計画を国土交通省が一貫して所
掌するとともに、河川管理者として、高水・低水
いずれの管理状態も把握することで、洪水時・渇
水時いずれの課題も総合的に考慮することができ
るため、治水・利水を組み合わせたダムの再編・
再生が可能となります。
第二には、水利権者に対する利害調整機能の存
在です。例えば、大災害を契機に、利水容量を洪
水調節容量に振り替えたり、利水容量の弾力的な
運用により実質的な洪水調節能力の増強につなげ
るような事業の立案・実施を可能としています。
第三に、河川改修事業及びダム事業の一体的な
実施体制が挙げられます。堤防整備、河道拡幅、
放水路等の河川改修事業とともに多目的ダムの新
設やダム再生事業を実施する役割や技術を有して
いることで、各施設の最適な組み合わせにより、
流域全体の治水・利水上の課題解決を図ることが
可能となります。
そして第四には、国土技術政策総合研究所や土
木研究所へ全国の技術情報が集約される体制が
整っていることがあります。これらの研究機関で
は、堤体設計の前提条件や判断基準に関する知見
やデータなどを一元管理し、併せてこれらに係る
研究開発を実施しているため、過去に経験の無い
又は少ないような大規模工事についても、我が国
の技術の粋を集めた検討体制を敷くことが可能と
なります。
今後、ダム再生技術の体系化及び国内外への普
及に当たっては、我が国の水管理行政の有するこ
のような特長も活かしていくことが重要です。

（２）ダム再生技術の体系化
ダム建設工事は総合土木技術であり、堤体構築
に必要なコンクリート、土質、地質等の技術のほ
か、付替道路、貯水池周辺の地すべり対策など、
極めて広範な技術が必要となります。これまでの
我が国のダム建設の歴史と、先人の方々の努力の
下で、これらの幅広い技術は一連の設計基準や技
術指針などに集約・体系化しており、誰もが活用

写真７ 選択取水設備の例

写真８ 津軽ダムの清水バイパス



平成 25 年 4 月 25 日発行 治 水 第 715 号

－ 10 － － 11 －

できるようになっています。
既存ダムを運用しながらのダム再生事業の実施

に当たっては、従来のダム建設に必要な技術に加
え、様々な新たな技術が必要となります。例えば、
大水深下での掘削やコンクリート打設に不可欠な
海洋技術や、新旧のコンクリートの接合に不可欠
なコンクリートの診断・観測技術、堤体への影響
を最小限とする堤体そのものの掘削・切削技術、
既設ダム施設への影響を考慮した大断面トンネル
放水路の掘削技術などです。加えて、ダム貯水池
の水質改善や堆砂対策を併せて実施することも多
く、個別の現場ごとに異なる施工条件や周辺環境
に併せ、研究機関や有識者も交えて、オーダーメ
イドでの技術開発・実践が行われているのが実情
です。
今後、我が国において、より効果的かつ効率的

なダム再生を可能とするためにも、これらの技術
を整理し、ダムの新設と同様、誰もが活用できる
ような技術体系としていくことが重要です。（図
２）
また、ダム再生技術を体系化することは、後述

する諸外国でのダム再生の取組みの支援にも有効
となります。

（３）ダム再生技術による諸外国での支援
「ダム再生」に対するニーズは、我が国のみな
らず、諸外国においても存在します。今後、各国
においても、完成後、長期間を経たダムが増加す

ることを考えると、諸外国におけるダム再生技術
に対するニーズは今後増大していくものと考えら
れます。例えば、諸外国では、我が国の河川と比
べ勾配が緩やかな河川が多いため、そのような河
川にある既設ダムは貯水容量や湛水面積が大きく
なります。このため、既設ダムの嵩上げをした場
合における貯水容量の増加効果は我が国のダムの
場合よりも格段に大きく、より効率的に機能の増
大が図られることになります。既設ダムを運用し
ながら嵩上げを行おうをすれば、高い技術力が求
められることとなるため、既設ダムの嵩上げにつ
いて相当の実績がある我が国のダム技術に対して
大きな期待があるものと考えられます。また、経
済社会情勢の変化や気候変動に伴う治水・利水面
での新たな需要への対応や、経年劣化や施設の老
朽化に伴う安全性の低下や堆砂の進行への懸念な
どもニーズの増大要因になるものと考えられま
す。
国土交通省としては、JICAなどの関連機関と
も連携して、こういったニーズの把握に努めるこ
ととしています。また、これらのニーズを踏まえ、
建設コンサルタント業界やゼネコン各社、ダム工
事に関係する各種工事業など多くの分野の方と協
力し、体制や制度も含めたパッケージとしたり、
あるいは個別技術に特化したり、様々な形式で支
援できる体制を構築していくことが必要です。
これらの取組みにより、我が国のダムの再生技
術を活用した国際貢献を果たしていくことが可能
となります。

４．おわりに
これまで、我が国の有する先進技術であるダム
再生技術を体系化し、国内外での積極的に活用し
ていくという方針について紹介してまいりまし
た。
ダム再生技術に係る実績は、我が国の官民にわ
たる多くの関係者の努力により積み重ねてきたも
のであり、その普及にあたっても、官民が連携す
るなど、関係者が協力していくことが重要です。
このため、今後とも、連携・協力体制をますます
強化していきたいと考えておりますので、関係の
皆さまにおかれましては、ご理解・ご協力頂けれ
ば幸いです。

図２ ダム再生技術の主な特長
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なお、国土交通省では、ダム再生に係る取組み
の普及を図るため、「ダム再生技術」を紹介した
パンフレット（日本語・英語）を作成し、ホーム
ページで公開しています（以下のURL参照。）。
http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/

index.html
（図３）
また、今後、全国のダム再生技術で用いられて

きた、核となる様々な技術について整理した上で、
それらを一覧できるカタログを作成することとし
ており、完成後には、同様にホームページで公開
していく予定です。

図３ ダム再生技術パンフレット
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〈全水連だより〉

会員登録についてのお願い

会員登録は、担当者の皆様全員が当録されておる状況ではありません。⒋月には人事異動が大変多く新し
い担当者に変更になると思いますが、登録内容の変更、または新たに当録するなど必ず引き継ぎ手続きを頂
きますようお願い致します。
機関誌「治水」には一種正会員の都道府県や、二種正会員の市町村や地方の促進期成同盟会などの組織の

方々から積極的に協力を得て、各地方の行事やニュースを寄稿して頂いており、写真や資料を併せて掲載し
ております。ＨＰには過去１２年間に発行した「治水」を掲載しておりますので、ＨＰをご覧頂きますよう
お願いいたします。（更に昭和４７年から現在まで発行された「治水」も全てデジタル化しています。必要
な方は提供致しますので全水連事務局までご連絡行下さい。）
また、下部組織の事務所等が会員登録されますと、郵便で配送する手間も費用もかかりません。各事務所

等（複数の職員も）に会員登録をお勧めをお願いいたします。

通常総会の開催日は５月２７日です。ＨＰの行事予定（スケジュール）をご覧下さい。
全水連の行事予定をＨＰに掲載しておりますが、諸般の都合により変更となる場合がありますので、会員

の皆様は定期的に確認をお願いいたします。他にも今後一部変更となる場合がありますので必ずお願い致し
ます。行事予定は未登録者もご覧頂けます。
今後予定されている当連合会の、「通常総会」、「各地方の治水大会」、「治水事業促進全国大会」へは、多

くの会員の皆様のご参加を頂きますようお願い申し上げます。
　

赤坂プリンスホテルの解体・新築
都道府県会館のすぐ前にそびえていた、赤坂プリンスホテルは１９８２年に建設されましたが、現在解体

中で５月頃には完全に解体され、平成２８年春には新しい赤坂プリンスホテルが誕生します。
箱形の足場の内部で解体される新たな工法で、騒音や粉じん等を出さずに解体し、建設資材もなるべく再

利用できる工夫が凝らされています。
新しいホテルは高さ１８０㍍（３６階建て）のホテル・オフィスビルと、１００㍍の ( ２６階建て）住宅

棟の２棟が建設されます。地下鉄「永田町駅」に接続され便利になるようです。

２４年１２月末 ２５年２月始め ３月中旬 ４月下旬


